
（各課様式１） 

予 算 要 求 資 料 

令和４年度当初予算   支出科目 款：総務費 項：総務管理費 目：財産管理費 

事業名 建築担い手確保・育成推進支援事業費 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

都市建築部 公共建築課 建築計画係 

 電話番号：058-272-1111（内 3628） 

                   E-mail：c11660@pref.gifu.lg.jp  

 

１ 事業費       １３，５００千円（前年度予算額：１２，７８５千円） 

＜財源内訳＞  

区 分 事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財 産 

収 入 
寄附金 その他 県 債 

一 般 

財 源 

前年度 12,785 5,417 0 0 0 0 0 0 7,368 

要求額 13,500 5,667 0 0 0 0 0 0 7,833 

決定額          

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

建築業界の技術者・技能労働者は高齢化が進行し、若年入職者も減少してお

り、次世代への技術承継や今後の建築工事の品質確保が課題となっている。ま

た、労働環境等の改善において､事業者の生産性向上や省力化の推進は喫緊の

課題となっている｡ 

このため、産学官が一体となり担い手の確保・育成などの取組みを協働する

よう設立された「岐阜県建築担い手育成協議会」が策定した活動方針に基づき、

担い手の育成や生産性向上のための各種施策を実施することとしている。 

（２）事業内容 

協議会活動方針に基づき、担い手の確保・育成に繋がる事業を実施する。 

① 建築業魅力発信事業 
② 出前講座・セミナー・相談会 
③ 担い手確保・育成研修 
④ 担い手技術力向上研修 
⑤ 高校生（建築系）ＢＩＭ体験講座 
⑥ 資格取得支援 
⑦ 生産性向上研修 



・ＢＩＭを活用した生産性向上研修会の開催 

 

（３）県負担・補助率の考え方 

全額県負担 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の改正（H26）では、担い手

の中長期的な育成・確保が発注者の責務であるとされた。 

 

（４）類似事業の有無 

   県土整備部技術検査課 

 岐阜新聞の広報媒体を活用した建設業の魅力発信事業 

 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

報償費 192 講師報償 

旅費 265 費用弁償、業務旅費 

消耗品費 1,164 テキスト購入、資料印刷等 

印刷製本費 250 パンフレット作成 

会議費 24 会議飲料 

役務費 21 郵便等 

委託料 11,334 業務委託 

保険料 10 保険 

使用料及び賃借料 240 会場借上げ費 

合計 13,500  

 

 決定額の考え方  

 

 

 

４ 参考事項 

国の状況（ＢＩＭ） 

国土交通省 官庁営繕事業における BIM モデルの作成及び利用に関するガ

イドラインを策定（平成 26 年 3 月 19 日 平成 30 年 8 月 2 日改定） 

内閣官房 未来投資戦略 2018 おける、官庁営繕工事への BIM 活用等の掲示

（平成 30 年 6 月 15 日） 



事 業 評 価 調 書（県単独補助金除く） 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

建築業界への担い手確保に向け、建築業界の仕事の紹介や、見学会、出前

講座等を実施していく。若年入職者の離職防止・スキル向上のための研修な

どを実施する工業高校生等への資格取得支援や、若年入職者へのスキルアッ

プ研修を実施し建築業界の担い手育成を図る。また、建築業の生産性向上や

省力化の推進による労働環境の改善により、若年就業者の獲得及び離職防止

を図り、将来への技術継承や品質確保の維持に資する。 

【岐阜県の建設業者就業者数】           出典：国勢調査 

 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

建設業就業者数 115,957 人 101,182 人 84,542 人 80,479 人 

若年就業者数 

（29 歳以下） 

24,853 人 15,749 人 9,594 人 7,849 人 

若年就業者数の

占める割合 

21.4％ 15.6％ 11.3％ 9.8％ 

※建築業界に限ったデータが存在しないため、土木分野を含む建設業と

しての数値を用いる（以下、目標の達成度を示す指標と実績も同様）。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 
事業開始前 

(H27 ) 

R2 年度 

実績  

R3 年度 

目標  

R4 年度 

目標  

終期目標 

(R4)  

 

達成率 

若年就業者数 

（29 歳以下） 

7,849 人   7,849 人 7,849 人 ％ 

― 

若年就業者数の占め

る割合 

9.8％   9.8％ 9.8％ ％ 

― 

○指標を設定することができない場合の理由 

（これまでの取組内容と成果） 

令
和
２
年
度 

建築技術者のためのスキルアップ研修及び経営者や人事・労務担当者

を対象にした人材育成研修を実施した。業種毎に実施してきた担い手確

保の取組を協議会の構成団体と協働・連携して実施することができた。  

 

令
和
３
年
度 

 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

 

 



令
和
４
年
度 

 

 

 

指標① 目標：＿＿ 実績：＿＿ 達成率：＿＿％ 

 

２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断） 
 ３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない 

(評価) 

３ 

建築業の人材不足について、国においても喫緊の課題として捉

えられている。建築関係の業界団体、教育機関とともに設立した

岐阜県建築担い手育成協議会においても県のあるいは協働での担

い手確保・育成事業の推進を求められていることから、同協議会

の活動方針に基づき本事業を推進する必要性は高い。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 
 ３：期待以上の成果あり 

２：期待どおりの成果あり 
 １：期待どおりの成果が得られていない 
 ０：ほとんど成果が得られていない 

（評価） 

３ 

成果の発現は長期的な展望を要する。継続的な事業実施が必要。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 
 ２：上がっている １：横ばい ０：下がっている 

(評価) 

２ 

業界団体、教育機関の意見を聞きつつ、ニーズに則した事業を

実施している。 

（今後の課題） 

・建築業界、教育機関及び行政が協働して事業を進めていく必要がある。 

・県内建築業者は中小零細業者の割合が高く、生産性向上の取組姿勢が低い。 

（次年度の方向性） 
建築業界、関係機関の意見や利用者のニーズを踏まえ、見直しを加えなが

ら建築業界のＰＲを推進しつつ、担い手の確保・育成事業やＢＩＭ導入促進

のための研修を行う。 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 
組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

【○○課】 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 


